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午前９時59分開会

会議に付した案件

○概要説明

県土整備部、総務部

１．南海トラフ地震発生時における道路啓開

について

環境森林部、農政水産部

１．本県における災害廃棄物処理対策につい

て

２．山地災害に対する防災・減災対策につい

て

３. 農業用ため池の防災・減災対策について

○協議事項

１．次回委員会について

２．その他

出席委員（10人）

副 委 員 長 河 野 哲 也

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 坂 口 博 美

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 渡 辺 創

委 員 来 住 一 人

委 員 有 岡 浩 一

委 員 武 田 浩 一

欠 席 委 員（１人）

委 員 長 中 野 廣 明

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

県土整備部

県 土 整 備 部 長 瀬戸長 秀 美

県土整備部次長
阪 本 典 弘

( 総 括 )

県土整備部次長
蓑 方 公

(道路・河川・港湾担当)

県土整備部次長
松 元 義 春

(都市計画・建築担当)

高速道対策局長 中 尾 吉 宏

管 理 課 長 弓 削 博 嗣

技 術 企 画 課 長 大 坪 正 和

道 路 建 設 課 長 中 村 安 男

道 路 保 全 課 長 廣 前 秀一郎

河 川 課 長 石 井 剛

ダ ム 対 策 監 杉 本 一 隆

港 湾 課 長 江 藤 彰 泰

空港・ポートセールス対策監 横 山 義 仁

都 市 計 画 課 長 米 倉 昭 充

美しい宮崎づくり推進室長 森 英 彦

建 築 住 宅 課 長 志 賀 孝 守

高速道対策局次長 林 謙 二

総務部

危 機 管 理 局 長
髙 林 宏 一

兼危機管理課長

環境森林部

環 境 森 林 部 長 甲 斐 正 文

環境森林部次長
福 嶋 清 美

( 総 括 )

環境森林部次長
福 満 和 徳

( 技 術 担 当 )

環 境 森 林 課 長 城 戸 竹 虎

循環社会推進課長 蕪 美知保

自 然 環 境 課 長 黒 木 哲 郎

自 然 公 園 室 長 大岩根 充 明
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森 林 経 営 課 長 日 髙 和 孝

農政水産部

農 政 企 画 課 長 鈴 木 豪

農 村 計 画 課 長 浜 田 真 郎

農 村 整 備 課 長 盛 永 美喜男

事務局職員出席者

政策調査課主任主事 勝 目 花 穂

政策調査課主査 深 江 和 明

○河野副委員長 開会に先立ちまして、御報告

申し上げます。本日も、前回に続きまして、中

野委員長から欠席の連絡が入っておりますので、

私が委員長の責務を代行いたします。

それでは、ただいまから防災・減災対策特別

委員会を開会いたします。

本日の委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付の日程（案）をごらんください。

本日は、県土整備部、総務部、環境森林部、

農政水産部においでいただきます。

まず、県土整備部から、南海トラフ地震発生

時における道路啓開について、報告があります。

本件は、９月の商工建設常任委員会において報

告されたものですが、当委員会に関する内容で

もありますことから、改めて報告をお願いする

ものであります。

次に、環境森林部と農政水産部から、災害廃

棄物、山地災害及び農業用ため池をテーマに防

災・減災の取り組みについて概要説明をしてい

ただき、質疑、意見交換を行いたいと思います。

その後、次回委員会などについて御協議いただ

きたいと思いますが、このように取り進めてよ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○河野副委員長 それでは、そのように決定い

たします。

それでは、執行部入室のため暫時休憩いたし

ます。

午前10時０分休憩

午前10時２分再開

○河野副委員長 委員会を再開いたします。

本日も委員長の中野が欠席のため、副委員長

の私で進行させていただきます。よろしくお願

いいたします。

まずは、県土整備部と総務部においでいただ

きましたので、早速ですが、概要説明をお願い

いたします。

○瀬戸長県土整備部長 県土整備部長の瀬戸長

でございます。本日は御説明の機会をいただき

ましてありがとうございます。

概要説明の前に、台風24号及び台風25号によ

る公共土木施設の被害額につきまして、本日現

在の状況を御報告いたします。申しわけありま

せんが、座って御報告させていただきます。

台風24号による被害額は、県が55億8,150万円、

市町村が32億5,120万円で、合計88億3,270万円、

また、台風25号による被害額は、県が４億2,900

万円、市町村が１億4,600万円で、合計５億7,500

万円、総額94億770万円となっております。今後

とも、国や市町村などと連携し、早期の復旧や

災害対策に向けて全力で取り組んでまいります。

それでは、お手元にお配りしております資料

の表紙をごらんください。

本日は、南海トラフ地震発生時における道路

啓開について御説明いたします。

９月定例県議会における商工建設常任委員会

で御報告させていただいたものと同じ内容でご

ざいますが、重要な取り組みでありますことか
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ら、今回、防災・減災対策特別委員会におきま

しても説明させていただくものであります。

詳細につきましては、この後、担当課長から

説明させていただきます。どうぞよろしくお願

いいたします。

○廣前道路保全課長 道路保全課でございます。

南海トラフ地震発生時における道路啓開につい

て御報告いたします。

防災・減災対策特別委員会資料の１ページを

お開きください。

まず、１の現状と課題についてであります。

道路啓開の実施に当たっては、過去の震災にお

いて、電話等の通信手段がたたれた中での道路

啓開作業が混乱したことなどから、事前に啓開

ルートを設定することなどの必要性が教訓とし

て明らかになっております。南海トラフ地震に

おいて、甚大な被害が想定されている本県にお

いても、関係機関と連携して、より実行可能な

体制づくりを進める必要がございます。

次に、２の宮崎道路啓開計画の位置づけにつ

いてであります。まず、最初の四角囲いと次の

四角囲いにありますように、「南海トラフ地震に

係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」

の改正に伴いまして、その基本計画が策定され

ました。この基本計画に基づき、中段四角囲い

の左側にありますように、平成27年３月の中央

防災会議において、国が行う救助・救急、消火

等の具体的な内容を示した「南海トラフ地震に

おける具体的な応急対策活動に関する計画」が

策定されております。

次に、その右側になりますが、平成28年３月

に、九州道路啓開等協議会にて、「九州道路啓開

計画」が策定されております。これは、国が行

う活動計画のうち、緊急輸送ルートに関する事

項をより実行可能にするためのもので、下の４

つの丸にありますとおり、九州東進作戦の位置

づけや啓開する路線の選定などが示されており

ます。

また、本県の状況としましては、左下になり

ますが、国の計画に基づき、県としての行動を

示しました宮崎県実施計画を平成28年３月に定

めております。

九州道路啓開計画と県の実施計画に基づいて、

緊急輸送ルートに関する事項について定めたも

のが、右下の「宮崎道路啓開計画」でございま

す。これは、国、県、西日本高速道路株式会社

と検討を進め、今回取りまとめを行ったもので

あります。

内容につきましては、次ページで御説明いた

します。２ページをお開きください。

３の宮崎道路啓開計画の主な内容についてで

あります。宮崎道路啓開計画は、早期の道路啓

開が、その後の消火活動や救命・救急活動、緊

急物資の輸送等を支えるため、人命救助を意識

した72時間以内に各道路管理者において、あら

かじめ選定したルートを啓開する手順を明らか

にしたものであります。

イメージ図をつけております。まず、左側が

九州道路啓開計画にある九州東進作戦のイメー

ジ図であります。

３ページを見ていただきますと、下段のほう

に説明をつけておりますが、九州東進作戦は、

南海トラフ地震発生により甚大な被害が想定さ

れる九州東側沿岸において、72時間以内の救命

・救助活動を支えるため、全国及び九州各地か

ら主要な道路を利用し、九州東側沿岸に向けて

一斉に進行し、道路啓開を実施しようとするも

のであります。

２ページに戻っていただきまして、右側が宮

崎道路啓開計画のイメージ図になります。まず、



- 4 -

平成30年11月２日（金曜日）

緑色で薄くぼかしを入れておりますのが、広域

移動ルートであります。これは、九州東進作戦

を進めるための路線で、国道218号や宮崎自動車

道、東九州自動車道などになります。

次に、オレンジ色の矢印で示しておりますの

が、拠点接続ルートです。これは、広域移動ル

ートと救助活動の拠点など、さまざまな防災拠

点を結ぶルートであり、国道269号や宮崎西環状

線などになります。

最後に、赤色でぼかしを入れておりますのが、

被災地内ルートになります。これは、被災が予

想される沿岸部を縦断するルートであり、国道10

号と国道220号であります。

このほかに、サブルートと代替ルートがござ

います。サブルートは、広域移動ルートが被災

して使用できない場合、代替ルートは、被災地

内ルートが津波被害により使用できない場合の

迂回ルートであります。

イメージ図の下に、時間の流れとともに取り

組む内容を示しております。発災と同時にまず

広域移動ルートと拠点接続ルートを啓開してい

きます。次に、これらが被災して使用できない

場合の迂回ルートであるサブルートや代替ルー

トを啓開します。最後に、被災地内ルートを啓

開します。

ここまでの道路啓開を72時間以内に各道路管

理者が主体的に行うこととしており、その後、

状況を見ながら、被災地域全域のルートを啓開

していくこととなります。

最後に、４の今後の取り組みであります。

啓開計画の実効性を高めるため、まずは、警

察や消防、建設業団体等と情報共有を図り連携

を強化してまいります。さらに、建設業団体を

含めた具体的な啓開体制について、担当路線を

決めたり、連絡体制を構築したりするための検

討を開始していくことになります。

３ページをごらんください。

参考としまして、上段のほうに、宮崎県の緊

急輸送ルートを記載しております。左からルー

トの名称、その機能、それに該当する路線であ

ります。また、その下段には、宮崎県の主な防

災拠点を記載しておりますが、説明については、

省略させていただきます。

以上でございます。

○河野副委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら御発言をお願い

いたします。

○丸山委員 ２ページのところに、今後の取り

組みということで、（１）警察や消防、建設業団

体等との情報共有及び連携強化というふうに書

いてあるんですが、この前、県の防災訓練があっ

たときに感じましたのが、消防や警察はいろん

な無線を使うんですが、無線の周波数が全然違

うというので、これは本当は一つの無線であれ

ばすぐできると思っているのではないかと。非

常時には、恐らく電気がない、携帯が使えない

という状況だと想定せざるを得ないと思うので

すが、情報の共有とか連携強化は、具体的には

何を考えていて、今後何をしなくちゃいけない

と考えていらっしゃるのかお伺いしたいと思い

ます。

○廣前道路保全課長 とりあえずは、まず各路

線ごとにどの業者が啓開をして、どういう順番

でやっていくのかということをきっちりと決め

ようと思っております。これは、特に啓開する

業者が被災することも想定されておりますので、

１社だけがそこをやると決めておっても、なか

なかそれがうまく回りません。そういったこと

も含めて、代替のための業者も決めながら、全

体を構築していきたいと思っています。それを、
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警察と消防と連携をして、きちんとした啓開の

ための計画を立てていこうと思っております。

今御説明のあった無線関係のことについては、

現在のところ、まだ我々の範疇では、取り組む

というような中には入っておりませんが、全体

的な防災の中では、重要なことになってくると

考えております。

○髙林危機管理局長 委員のほうから総合防災

訓練のお話も出ましたが、実は、12月になりま

したら、総合防災訓練の検討会を行うことにし

ております。そこで問題の抽出、洗い出しをし

まして、今後どうしていくのかということも改

めて検証しながら、今後につなげていきたいと

考えているところでございます。

○丸山委員 情報の共有というのは、なかなか

できそうで、できないというのを感じています。

先ほど道路保全課長のほうからあった、どこの

業者さんが動けるというのも、すぐには把握で

きない状況が想定されると思いますので、情報

共有を本当にしっかりできるシステムを今のう

ちから共有するなり何かしていかないと、後手

後手に回っていきます。72時間以内に本当に情

報共有ができて、ルートがどういうふうになる

かがはっきりわかるという想定は、本当に携帯

も何も使えないんだよという状態も考えないと、

ちょっと甘いような気がします。

私も、この前の台風24号で、災害地域に行っ

たんですが、携帯電話の基地が６時間ぐらいす

るとダウンして携帯が使えなくなり、私の使っ

ている携帯もそうだったものですから、もう携

帯も使えない、電気は通じないという中で、非

常に情報が混乱して、被災地ほどなかなか情報

が入りづらいということを感じました。もう電

気がないんだという状況で、具体的に検討して

いただくようにお願いしたいなと思っておりま

す。

これは、危機管理局、消防、警察ほか、県土

整備部を含め、また恐らく国交省、市町村との

連携もどうやっていくかということで、事前に

検証していただくことをお願いしたいと思って

おります。

○渡辺委員 今御説明いただきまして、その計

画の重要性というのはよくわかりました。丸山

委員がおっしゃったことと、ちょっとつながる

かもしれませんけれども、どうしてももう少し

具体的なイメージが湧かないところがあります。

先ほどの説明で、この計画は、業者さんもあ

る程度選定しておいて、指示がなくても、ある

種、自動的に動き出せるような状況をつくって

いくというものなんだと、かつそのルートの優

先順位もつくってある、というところまではよ

く理解できるんです。

しかし、例えば、災害の規模でどの道路がど

のぐらいまで使えない状況になるのか、あるい

は啓開しなきゃいけない状態になるのかという

のもなかなか想定ができない中で、どこまで設

定して具体的にこの計画はつくられているのか。

例えば、フルに一番幅の広いところで計画を

立てて、そのときに何のトラブルもなく動ける

ような環境のところまで整っているものなのか。

この計画をちゃんと見せていただければいいの

かもしれませんが、その辺がもう一つイメージ

が湧かないので、補足していただければという

のが１点。

もう一つあわせて、今回、多分東日本大震災

等が契機となってこういう取り組みが始まって

いるんでしょうけれども、それ以前というのは、

道路管理行政の中で、こういう発想、つまり、

この道を優先度高くまず復旧させていくんだと

いうような考え方はなかったのか、それとも、
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もともとあったけれども、その課題を解決して

いって、今こういう深い段階まで入っていこう

としているのかどうなのかをちょっと教えてい

ただければと思います。

○廣前道路保全課長 まず、災害の規模でござ

いますが、現在想定しているのはＬ２地震、い

わゆる想定できる最大規模の地震と、それで発

生し得る最大規模の津波でございます。そう考

えますと、宮崎県の東側沿岸部は、壊滅的な被

害を被るおそれがあると想定をしておりまして、

いわゆる西側のほうから啓開のための物資とか

部隊がいろいろ入ってくるようなことを考えて

おります。

ただ、入ってくる道路そのものも、例えば国

道218号にしたって、地震等が同時に発生してお

りますことから、壊れている可能性もあるとい

うことで、それが壊れた場合は、次のルート、

サブルートと呼んでおりますが、そのほかのル

ートで入ってくるようなことを検討していく。

そういうようなことを考えながら、事前に災害

を想定して、啓開のための体制をつくっていこ

うというのが狙いでございます。

２つ目の御質問の、こういった動きの以前は

ということですが、まさに東日本大震災の関係

で始まったんですけれども、あのときに、くし

の歯作戦ということで、沿岸部が全部やられた

ときに、東北縦貫道高速道路を使って全部縦に

入っていって、そこがくしの歯のように内部を

啓開していったわけです。あれが非常にうまく

いった事例でございまして、九州においても、

そういったことと同じようなことが想定されま

すので、今回九州東進作戦とあわせまして、宮

崎県の道路啓開計画を立てたというところでご

ざいます。

○渡辺委員 もう一点お伺いします。御説明で

よくわかったところでもありますが、最大規模

の被害を想定した場合には、宮崎県の東側は、

かなりの被害を受けると。そこで西から力が入っ

てくるというのは、よく理解できるんですけれ

ども、そう考えれば、当然宮崎県内だけの、例

えば建設業の皆さんとか、そういうものだけで

は物量が足りないということは容易に想像がで

きますし、道も高速道路や国道もあるというこ

とで、県境を越えたところでの資源対策という

のは、上位計画みたいな中で具体的な想定がさ

れていっているんでしょうか。ひっくり返して

いうと、宮崎県の県土整備部がすべき範囲とい

うのは、この計画の中でどこまでという想定を

しているのか教えていただければと思います。

○廣前道路保全課長 現在のところは、まずは、

各道路管理者がそれぞれの責任において自主的

に道路を啓開できるようにというようなことで

計画を立ててございます。そういったことで、

まず国は直轄の国道10号と国道220号、高速道路

株式会社は高速道路、そして我々は我々が管理

する国県道をきちんとやるんだと。それぞれ各

地域に業者さんがたくさんいらっしゃいますの

で、力をかりながらやっていこうと思っており

ます。

ただ、おっしゃったとおり、被災地内につい

ては、もうそこの業者さんそのものがなかなか

すぐ動けない状況も考えられますので、広域的

な連携、これも重要な視点になろうかと思って

おります。現在のところは、それぞれのエリア

内で、まずこの道路はこの業者さんにお願いす

るというようなことを事前に決めておくことが

重要なのかなということで、次の課題として、

そういう広域連携等も検討していく必要がある

と思っております。

○武田委員 ２ページ右側の宮崎道路啓開計画
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のイメージ図ですけれども、見てごらんのよう

に、高速道路の走っている宮崎から上はくしの

歯作戦が使えるんですが、国道220号線の日南串

間間は、この国道222号とか下のほうが通れなく

なるとどうしようもありません。都城志布志道

路が再建できたとしても、今度は国道220号線の

志布志串間間が通れなくなると、なかなか物資

を運ぶ車が通れないという状況ですが、ここの

あたりを今どのように考えられているのかをお

伺いいたします。

○廣前道路保全課長 南のほうは、今のところ、

国道222号、都城から入ってきている道路なんで

すが、そこから広げていくというふうに考えて

おります。

それと、今おっしゃったとおり、志布志方面

の都城志布志道路、これも重要な縦のラインに

なってくると思います。具体的には、たくさん

の県道あるいは市道等を通って、国道220号が通

れない場合は、それらを迂回しながら啓開をし

ていくというような流れになってまいります。

○武田委員 なかなか日南串間は代替ルートが

厳しいというところがあります。都城串間線も、

今現在通れない状況ですので、災害の後、何と

か最低でも通れるようにしていただきたいと

思っております。

串間は、市来のほうが17.5メートルという津

波想定がされておりますので、できるだけ高速

道路を早く通していただくのが一番なんですけ

れども、くしの歯作戦を使える現状の市道、県

道を少しでも普段から使えるようにということ

で、本当に今は使えない状況なので、そこらあ

たりをしっかりと対応をよろしくお願いをして

おきます。

○緒嶋委員 広域移動ルート、この中では国

道218号線は長大橋がもう物すごいあるわけで

す。これが崩落すれば、72時間以内に啓開する

なんていうことは到底考えられないわけです。

だから、この橋梁の耐震化を急がないと啓開そ

のものもできないということになりますが、今

耐震でいろいろやっておられるけれども、時間

的にかなりもうちょっと急がんと、南海トラフ

がいつ来るかわかりません。30年先かも、あし

た来るかもわからんというときに、この橋梁の

耐震的な対策は今どの程度進んでいるんですか。

○廣前道路保全課長 大変重要な課題だと思っ

ております。今現在、干支大橋の耐震補強工事

にかかってございます。ただ、おっしゃったと

おり、青雲橋とか雲海とか、もうたくさんの長

大橋がありまして、それぞれ完全な耐震構造に

するためには、膨大な予算が必要です。これを

何とか早くやりたいというふうに考えておりま

すが、今のところ、いついつまでにというとこ

ろまでお話できる状況にはございません。ただ、

重要な課題だということは非常に重く認識をし

ているところでございます。

○緒嶋委員 国道218号、中央道路が、まだ今の

状態では代替する段階ではないので、ぜひこれ

は、熊本とのくしの歯作戦においても一番重要

なルートにもなると思うので、できるだけ急い

でその対策を立てなければならないと思います。

この啓開は72時間以内というのは、ありがたい

ことだけれども、書いたことが実行できなくて

は意味がないわけで、これはぜひ橋梁耐震化は

積極的に急いでほしいということを強く要望し

ておきます。

○有岡委員 今の２ページの図面の中でのお話

ですが、くしの歯作戦ということで、ある程度

の効果を上げたという判断ですが、南海トラフ

地震の規模によっては、このくしの歯作戦だけ

でうまくいくのかどうか大変疑問視しておりま
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す。

例えば、東九州自動車、宮崎自動車、こういっ

たものが十分機能しない場合は全くつながって

いかないということで、例えば、宮城県の場合、

ラダー型、はしご型の整備をやっておりまして、

やはり、ここが使えなければ右に来てはしご式

にいろんなルートがつくれるような、そういう

ところまで今後考えていかないといけないんで

はないかと思っております。

例えば、拠点接続ルート、ここらあたりの充

実をもっとやらなければ、このくしの歯作戦だ

けでうまくいったときとは、また状況が変わっ

てくるんじゃないかなというふうに危惧してい

るんですが、そういった宮城県のラダー型防災

道のネットワーク、こういったものはイメージ

していらっしゃられないのかお伺いいたします。

○廣前道路保全課長 まさに重要な点だと考え

ております。１本しか強い道路がない場合は、

そこが被災すると、すぐに次の手が打てなくな

るというようなことで、二重、三重の安全のた

めにも道路の整備が必要だと考えております。

国道218号の場合は、もし使えない場合は今度

は国道265号を使って国道327号へ、もしくは国

道219号とか国道221号とかそういった道路を代

替ルート、サブルートとして今考えているとこ

ろであります。ただ、それぞれがまだ完全に整

備が終わっているわけではありませんので、そ

ういった整備もあわせて進めていく必要がある

というふうに考えております。

○坂口委員 必要なことは山ほどあると思うん

です。優先順位の問題もですけれども、問題は

財源だと思うんです。

それで、くしの歯と言われるけれども、言わ

れたように、本当に今の熊本からの東進道路が

たったこれだけでいいのかということと、幾ら

想定して橋梁の補強だ何だやったって、いつど

こで何が起こるかわかんないというのが、過去

からの経験です。完璧に思っていたけれども想

定外だったというように毎回繰り返します。そ

れを考えたときに、やっぱり今の公共事業、せ

んだっての本会議の一般質問でもやったんです

けれども、今の６兆円ぐらいの限られた財源の

中では、とてもじゃないけれども、これやろう

たって必要があってもやれないと思うんです。

だから、僕はやっぱり財源の確保のあり方だ

と思うんです。昨今言われるのは、ついきのう

までは必要だと思わなかった工事ばっかり、財

源ニーズばっかりです。今やられているのは、

万が一こんなことが起こったら大変だよ、起こ

らないかもわかんないよというもので、そこに

投資する税金への理解というのは、国民にまだ

得ていないと思うんです。だから、そういった

ことをまず、こういうところに投資が必要になっ

たんだと、新たな公共事業の必要性が出てきた

んだと示す。それに投資するための財源につい

ての確認は、まだ国民にいただいていない。な

らば、やっぱり財源をどこに求めるかというこ

とから始めなきゃだめです。

これはスケジュールを組んでずっと計画的に

やっていく性格の事業でもないんです。今緒嶋

委員が言われたように、あした来るかもわかん

ないんです。だから、その可能性をやっぱり専

門的に検討していって、これはかなり高い確率

で近い将来だよと、かなりの被害を及ぼすよと

いうときには、それは借金してでもやるんだと。

プライマリーバランスが何だ、やれ財政の配分

のあり方が総合的な視点からどうだって、そん

なものじゃなくて、昔の道路特会のように入っ

てくる金と出てくる金とを計算しながら、必要

なものは集中的にやっていくんだというような
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発想がこなきゃ、これはなかなか大変だと思う

んです。

仮に、今のやり方でこちらを優先したときは、

宮崎のインフラ整備なんてとてもじゃないです。

インフラ整備の順位とか優先度とか、通常、国

民が考えている公共投資だけでこんなにおくれ

ている宮崎で、そちらに緊急性を見出したら、

もう通常の道路改良なんてとてもじゃないけれ

ど財源はなくなる。そうなると、これはやっぱ

り国と地方挙げて、新たな了解を国民へ取りつ

けることと、じゃあ財源をどうやるかというこ

とです。

今の日本の財政健全化やプライマリーバラン

スと言う中で、じゃあどんな手法で、それを全

部満たす条件で必要な事業をやるのとなったと

きに、僕はやっぱり特別会計だと思います。そ

して新たな課税なり、あるいは新たな財源の確

保というもの、ここをやっていかないと、これ

はもういつも同じことを繰り返していって、結

果的にはできないということです。

いわゆる国土強靭化で200兆円だか100兆円だ

か要るという話も出ていたけれども、今の６兆

円の中から優先すべきこれまでの公共事業の予

算を取り除いた残った財源で、そんな何百兆円

という投資をするという、これは気の長くなる

話です。30年以内に70、80％の確率で南海トラ

フがくれば、もうそれは必要なくなっています。

その財源が捻出できるころは、これは、絵に描

いた餅です、今の話。

だから僕は、むしろそういった、その地域ご

とのいろんな計画というのは必要だけれども、

まずはどうやって財源を確保していくか、この

事業に充てる財源をどう理解を得ながら求めて

いくかという作業をやんなきゃだめだと思うん

です。

出口ばっかりやっていったって、入り口がま

だ整備されていません。そこらをぜひ国とも詰

めていただきながら、やっぱり解決してほしい

なと思います。僕らは僕らで議員という立場で

またやっていきますので。何かコメントがあれ

ばどうぞ。

○廣前道路保全課長 大変重要で、一番大きな

問題だと認識しております。本当に、一生懸命

そういったことを、我々も国のほうに要望して

いきながら、国の制度までなかなか我々が口頭

でいろいろ言うことはできませんが、おっしゃっ

たようなことも含めて、国のほうに一生懸命働

きかけていきたいというふうに考えております。

○瀬戸長県土整備部長 平成24年に笹子トンネ

ルの天井板落下事故がございました。あれ以降、

やはり老朽化対策、耐震対策に力が入るという

こともございまして、改築系の予算がどんどん

削られているというような実情がございます。

今回、国のほうから、緊急インフラ点検とい

うのが依頼で来ております。これを国のほうで

は11月末までにまとめるということで、※１次補

正予算は国のほうは成立しましたけれども、こ

の分のほうを２次補正予算で成立させたいとい

う意向がございます。

この中で、首相も言われておりますけれども、

３カ年間で国土強靭化をしっかりと進めていき

たいという話もございます。

坂口委員が言われましたように、私どもも、

別枠予算でという話を国のほうにも要望させて

いただいておりますので、補正予算もひっくる

めまして予算確保にしっかりと取り組んでまい

りたいというふうに考えております。

以上でございます。

○坂口委員 そこだと思うんです。現在の財政

※11ページに訂正発言あり
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のあり方の中での、通常の言われたアセットマ

ネジメント的な維持補修とか、今の財政状況と

いうものを見ながらのアセットマネジメント、

それからＬ２というものを新たに想定しなきゃ

いけなくなったことに対しての投資。似たよう

なものだけれども、強靭化というのはアセット

マネジメントとはまた違うと思うんです。これ

までの、ここに当然投資すべき、これは納得を

いただいている予算の張りつけ方だよというの

に入ってこない部分、この今までの感覚になかっ

たものが莫大な経費だと思うんです。そこの財

源はやっぱり新たに設けないと、通常のこれま

での予算の消化の仕方で来ていたもので、まだ

順位が来なかったところというのは、また後に

なってしまう。

それをやったって、なおかつ、今言われる防

災・減災あるいは事前予防の考えにおいては、

もうばかなことはやらないよと、大きな被害を

受けた後でそこにその防災のための工事を突っ

込むなんていう、そんなばかげた話はやめろよ

と。もう来ることがわかっていれば対策をあら

かじめやっていて、その何十倍ものＢバイＣを

求めようというのが今の発想ですから。これは、

決してそういう財源に使おうという感覚は今ま

でなかったと思うんです。そして、桁も違うと

思うんです。

だから、今、別枠予算でということ、別枠と

いえば、新たな税か何かをまた国民に負担をお

願いして、それを今までの公共事業と別個の会

計のあり方で立てる。だから、借金だってプラ

イマリーバランスだって何も関係ない、責任持っ

て払っていくんだからという、いわゆる道路特

定財源、そういうものをここでこさえていかな

いと、せっかくこういう計画を練っても、そこ

はもう集落も何もなくなりましたよ、守るべき

資産もなくなりましたよ、だから必要ありませ

んよ、既に津波が持っていきましたというよう

なことになりますよというんです、極論をいえ

ば。

だから、ぜひ、やっていてよかったと、せっ

かく金を突っ込むのなら、やっていてよかった

という、ＢバイＣの大きい投資のあり方を考え

ましたということをしないといけないと思うん

です。そういう発想、今までの課税のあり方、

あるいは財政の出動のあり方にもなかったこと

です。だから、これ新たにやっぱり国民に問う

て、そしてやっていくべきことじゃないかなと

いうことを感じるんですという話なんです。

○瀬戸長県土整備部長 坂口委員言われますよ

うに、最終的には予算の確保だと私も思ってお

ります。10月11日にも、知事と市長会、町村会

の会長さんと、財務省、国交省に、予算要望、

まずは総額予算の確保ということで行かせてい

ただきました。やっぱり先ほどから話に出てい

ますこの別枠、当初予算の中に溶け込んでしま

いますと、何かちょっと見えなくなるという心

配もございますので、別枠の予算で確保しても

らうということを、今後もしっかりと要望して

いきたいと思います。

○緒嶋委員 それと、やはり県の予算を組む場

合でも、財政側はできるだけ財政健全化をうたっ

てくるから、公共投資についてもそういうブレ

ーキをかけて、あなたたちが言うとおり、なか

なか県段階でもみんなの認識は一致していない

わけです。財政当局からいえば、もう健全化を

さきに言いますから。

だから、やっぱり県土整備部というか国土保

全とか強靭化については、財政の立場からも、

やはりもうちょっと考えて、これは知事の姿勢

にもよるけれども、いわば国民を守る、県民を
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守ることが行政の根本的な姿勢じゃないといか

んわけです。県民が災害で亡くなるというのは、

これはもう悲しいことであるとともに、行政の

やはり一つの欠陥にもなる。この問題だけじゃ

なくて防波堤とか津波対策、あるいはいろいろ

これだけじゃない、それ言われたとおり今度の

問題だけじゃないわけです。

だからそこ辺を含めて、土木予算、公共的な

予算について、県の財政の立場でも皆さん方に

対する理解を深めていかなければ、あなたたち

がもう県段階で首を絞められていて国に要望し

ます何の言ったって、要望ができるはずがない

と、私はそういう気持ちがします。きょうは財

政課が来てるのかどうかしらんけれども、その

点もやっぱり十分考えながらいかないと、やっ

ぱりなかなかみんなの期待することは本当100年

たってもできないと、私はそう思います。

○瀬戸長県土整備部長 私の答弁にちょっと誤

りがあったみたいでございます。先ほど災害関

係で１次補正予算が成立したという話をしまし

た。今現在審議中らしいです。失礼しました。

○河野副委員長 それでは、これで終わりたい

と思います。執行部の皆様はお疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時40分休憩

午前10時44分再開

○河野副委員長 委員会を再開いたします。

本日も委員長の中野が欠席のため、副委員長

の私で委員長の責務を代行させていただきます

ので、よろしくお願いいたします。

環境森林部と農政水産部においでいただきま

した。どちらも、本委員会においでいただくの

は初めてですので、一言御挨拶を申し上げます。

私は、この特別委員会の副委員長に選任され

ております河野でございます。本日欠席の中野

委員長を含め、私ども11名が、さきの県議会で

委員として選任され、調査活動を実施している

ところでございます。当委員会の担う課題を解

決するために努力してまいりたいと思いますの

で、御協力よろしくお願いいたします。

委員及び執行部の皆様の紹介につきましては、

お手元に配付の出席者配席表にかえさせていた

だきます。

それでは、まず、環境森林部、続けて、農政

水産部の順で概要説明をお願いいたします。

○甲斐環境森林部長 おはようございます。環

境森林部長の甲斐でございます。本日は、環境

森林部と農政水産部の関係課、室長が出席して

おります。どうぞよろしくお願いいたします。

まず、先月始めに来襲しました台風第24号、

第25号は、本県の農林水産業に甚大な被害をも

たらしました。被害に遭われた方々に心よりお

見舞い申し上げます。

被害の詳細は、現在も調査中ではございます

が、被害額は約107億円余りと、ここ10年間で最

大規模となっております。全国的に見ましても、

平成30年７月豪雨や北海道胆振東部地震など、

大規模な災害が数多く発生しております。この

ような災害が起こり得ることを常に意識し、職

員一同、防災力の強化や減災対策に取り組むと

ともに、今回の台風被害の早期の復旧に万全を

期してまいりたいと考えております。

それでは、お手元に配付しております防災・

減災対策特別委員会資料の表紙をごらんくださ

い。

本日の説明は、本県における災害廃棄物処理

対策について、ほか２項目について、現状や課

題などを御説明いたします。

詳細につきましては、各担当課長、室長が説
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明いたします。

私からは以上でございます。よろしくお願い

いたします。

○蕪循環社会推進課長 循環社会推進課からは、

本県における災害廃棄物処理対策について説明

いたします。

始めに、先ほど部長も申しました台風24号に

よる災害廃棄物の状況についてでございます。

別添資料１の一枚紙をごらんください。

１の災害等廃棄物処理事業につきましては、

浸水被害等で災害廃棄物の処理が必要となって

いる市町村は、宮崎市や国富町など、一覧表に

記載の６つの自治体であります。処理の状況と

しましては、９月30日に本県へ最接近後、被災

市町の迅速な対応で速やかに仮置き場が開設さ

れ、翌日の10月１日からは、災害廃棄物の受け

入れを開始しております。

廃棄物量等は、現在精査集計中でございます

が、宮崎市においては発生量が2,000トン、処理

費用が4,900万円ほどと見込まれております。

次に、２の廃棄物処理施設の被災状況ですが、

処理体制に大きな影響を与えるほどの被害は出

ておりませんが、エコクリーンプラザほか７施

設で屋根の損傷など、被害を確認しているとこ

ろでございます。

最後に、３の今後の対応ですが、現状では、

災害廃棄物の性状や発生量から、通常の一般廃

棄物と同様の処理ができるとのことで、市町村

によって処理が進められることとなります。ま

た、費用につきましては、国の補助金を活用す

るため、県を経由する形で災害状況報告書の提

出や災害査定の手続などを行っていくこととし

ております。

今後とも、必要な情報提供や国との連絡調整

など、円滑な処理に努めてまいりたいと考えて

おります。

24号の状況については、以上であります。

続きまして、本題の本県の災害廃棄物処理対

策について説明いたします。特別委員会資料の

１ページをお開きください。

まず、（１）の災害廃棄物処理計画についてで

あります。①の概要に記載のとおり、当該処理

計画は、東日本大震災等で得られた知見をもと

に国が策定した災害廃棄物対策指針において、

その記載内容等が示されているものです。県が

策定する計画には、市町村に対する支援や県が

一部の事務を実施する場合の処理体制、民間事

業者との連携などを示し、市町村計画につきま

しては、仮置き場や避難所ごみ、周辺自治体と

の連携・協力といった事項を示されております。

②の計画策定状況と課題についてであります

が、まず、県のほうの計画につきましては、平

成27年度に策定、28年度に初動体制等の一部改

定を行ったところであります。

別添資料２、宮崎県災害廃棄物処理計画の概

要版というのをごらんください。これは、平成28

年度改定計画から最終処分場の残余年数等の時

点修正を行ったものでございます。この資料の

３ページをお開きください。下段の処理の基本

方針として、記載の６つの項目を定めておりま

す。（２）の計画的かつ迅速な処理に記載のとお

り、南海トラフ巨大地震においても、おおむね

３年で処理を行うこととしております。この３

年という期間は、東日本大震災での宮城県の処

理期間を参考に定めたものであります。

続けて、６ページをお開きください。

掲載している図は、南海トラフ巨大地震にお

ける災害廃棄物の発生量を示したものです。県

全体で約1,600万トンと推計しております。これ

は、県内の一般廃棄物の年間発生量が約40万ト
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ンであることから、40年分もの量でございまし

て、処理に必要な仮置き場は約217ヘクタール、

宮崎空港敷地の約1.2倍の面積が必要となりま

す。

南海トラフ巨大地震では、こうした膨大な処

理が必要となることから、右７ページの上段に

ありますように、ブロックごとの処理状況で御

説明させていただきます。表中の青色で着色し

ている部分が、ブロック内の処理施設だけで処

理した場合、長時間を要したり、処分場が不足

したりする部分であります。例えば、宮崎・東

諸及び西都・児湯の処理焼却施設では、ブロッ

ク内の処理だけでは５年以上かかり、日南・串

間、日向・入郷、延岡・西臼杵では、既存の処

分場の容量では、埋立処分し切れないという状

況にございます。

しかし、幸いにも、県全体では、表の一番右

の列、県全体のところにございますように、焼

却処理が約２年半で終了、最終処分場も十分充

足可能となっております。

このことから、基本方針に示した３年以内の

処理を実現するためには、県内連携体制を構築、

整備し、オールみやざきで取り組むということ

が非常に重要になります。

特別委員会資料のほうに戻っていただき、１

ページの中ほどにございますが、本県の災害廃

棄物処理計画では、南海トラフ巨大地震におい

ても、おおむね３年で処理しようという計画と

しておりますので、今後の改定によりまして、

災害規模が大きく、県が直接災害廃棄物処理を

行うときの処理内容の具体的な内容や既存施設

が被災した場合の対応など、具体的な検討を進

める必要があると考えております。

また、イの市町村における計画策定状況につ

いてですが、平成29年９月に、全ての市町村に

おいて終了しています。全国の状況が平成29年

度末で33％であることと比較し、早期の対応を

市町村にとっていただいたところでございます

が、仮置き場設置の具体化や民間団体との協定

締結の推進といったところに、いまだ課題があ

り、市町村と連携し、取り組みの強化を図る必

要があると考えております。

次に、（２）のこれまでの取り組みについてで

ありますが、本県においては、平成26年度に一

般廃棄物対策の一部として取り組みを開始し、

平成28年度から、災害廃棄物処理体制整備事業

に切りかえ、取り組みの強化を行っております。

取り組み内容としましては、①の計画策定等に

ついては、（１）で御説明したとおりでございま

すが、②の研修会の開催につきましては、主に

市町村職員を対象に、知識の習得や実務スキル

の向上を目的に、平成27年度から毎年開催して

おりまして、国立環境研究所の研究員や、処理

に直接携わった他県の経験者による講義を行っ

てまいりました。今年度は、研修参加者がみず

から考えるワークショップといった手法も取り

入れ、より実践的な研修を行ったところであり

ます。

次に、③災害廃棄物処理対策ネットワーク会

議の設置につきましては、県内の広域連携体制

の構築を目的に、平成28年度に設置したもので、

行政、民間団体、学織経験者等の関係者が一堂

に会することで、実効性の高いネットワークづ

くりを進めているところでございます。

最後に、（３）今後の方針であります。資料２

の災害廃棄物処理計画概要版の最終ページに記

載しておりますが、今後の課題等として連携や

人材育成など５項目を掲げてその課題に取り組

み、計画の見直しを図っていくこととしており

ます。
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委員会資料の２ページ、下段のほうに、今後

の進め方のイメージ図を示しておりますが、現

在、実施しています災害廃棄物処理体制整備事

業による人材育成と連携体制の構築の２つを柱

として、災害廃棄物対応力の向上を図ることと

しております。

具体的には、中ほどに記載しておりますよう

に、実践的な知識を持つ人材の育成や仮置き場

予定地リストの作成支援など４項目について重

点的に取り組み、早期に確実な初動体制の整備

を図るとともに、こうした取り組みを処理計画

にフィードバックして計画の実効性を確保して

まいりたいと考えております。

当課からの説明は以上であります。

○黒木自然環境課長 自然環境課でございます。

私からは、山地災害に対する防災・減災対策に

ついて御説明いたします。

特別委員会資料の３ページをお開きください。

（１）山地災害の発生状況についてですが、

本県は地形が急峻で脆弱な地質が広く分布して

いることから、山地災害が発生しやすい状況に

あり、台風等による災害が発生しております。

近年の状況はアの表のとおりで、昨年度の被害

額は一番右の欄で約４億円でした。なお、表の

枠外、米印にありますとおり、近年の最大の被

害は平成17年度で約261億円の被害となっており

ます。

本年度の状況はイの表のとおりで、６月豪雨

から台風25号までで合計112カ所、25億8,700万

円余りの被害となっており、過去10年間の中で

は最大の被害額となっております。なお、この

被害額等は10月24日現在の集計で、台風24号、25

号につきましては、まだ確定の数字ではござい

ませんので、御注意いただきたいと思っており

ます。

次に、（２）山地災害へ向けての取り組みです

が、山腹の崩壊、地すべり、そして、これらの

崩壊等による土砂の流出のおそれのある地区を

山地災害危険地区としており、国の調査要領の

見直しに伴い、昨年度この危険地区の再点検を

実施しました。その結果、山地災害危険地区の

箇所数は、前回調査の4,440カ所から5,390カ所

へと増加したところであります。

この山地災害危険地区への取り組みとしまし

ては、下のイにありますように、再点検の結果

を県庁ホームページで公開するとともに、市町

村地域防災計画へ掲載するなど、防災情報とし

て広く県民に周知を行うほか、市町村、国有林、

砂防関係とも情報共有を行い、適正な治山事業

の執行に活用しているところでございます。

４ぺージをごらんください。

この治山事業の執行としましては、②の治山

対策にありますように、まず、アの国庫補助事

業としまして、まず予防治山、これは、荒廃の

兆しのある山腹や渓流に防災・減災対策として、

事前に治山施設を設置するものであります。そ

の下の復旧治山、緊急治山、施設災害復旧は、

台風等で崩壊した山腹や渓流等の復旧を行う事

業であります。

イの県単事業としましては、国庫補助の対象

とならない小規模災害の復旧などで、県が実施

する県営県単治山や市町村が実施する県単補助

治山があります。また、県単事業の最後にあり

ます荒廃渓流等流木流出防止対策では、渓流沿

いにある不安定な立木の伐採や撤去、そして、

渓流に堆積している流木の集積撤去を行い、下

流への流木の流出を防止する事業も実施してい

るところであります。

（３）今後の課題としましては、１つ目に山

地災害防止キャンペーンなど、市町村等と連携
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しまして、山地災害に係る普及啓発活動等を継

続して実施してまいります。

ハード整備は順次進めてまいりますが、それ

だけでは災害は全て防げないものですので、防

災意識の啓発に努めてまいります。

２つ目には、昨年度の山地災害危険地区の見

直し結果を踏まえました、防災・減災のための

予防治山事業の優先的な実施等に努めてまいり

ます。

そして、最後には、近年多発しています局地

的な豪雨等による土石流や流木の流下を抑止す

るためのスリットダムの積極的な検討も行って

まいることとしております。

資料の下のほうに、治山事業による復旧状況

としまして、２カ所の写真を参考として記載し

ております。

まず、山腹工としまして、土留め工により土

砂の流出防止を図るとともに、クヌギの植栽等

により、早期の緑化を図り、山腹安定を図った

事例であります。

次に、渓間工としまして、豪雨のたびに大量

の水と土砂が人家脇を流れ、国道まで流れ出し

ていた箇所につきまして、谷どめ工により不安

定な堆積土砂の流出を防止し、流路工により水

の流れを固定し、渓流の浸食の防止を図った事

例でございます。

私からの説明は以上でございます。

○盛永農村整備課長 農村整備課でございます。

特別委員会資料の５ページをお開きください。

農業用ため池の防災・減災対策について御説

明いたします。

まず、（１）の農業用ため池の現状でございま

す。

農業用ため池とは、降水量が少なく、流域の

大きな河川に恵まれない地域などで、農業用水

を確保するために水をため、取水ができるよう

人工的につくられた池のことで、西日本を中心

に、全国に約20万カ所存在しておりまして、そ

の約７割は江戸時代以前に築造されております。

本県におきましても、稲作を行う上で、河川

からの直接取水が困難な地域に分布しておりま

して、その総数は699カ所で、その約４割は、宮

崎市に集中している状況にあります。

農業用ため池は、その利用者である農家で組

織します土地改良区や水利組合が管理しており

ますが、築造後かなりの年数を経ているものも

ありまして、老朽化等により堤体の決壊の危険

性が増すなど、維持管理に苦慮している状況に

あります。

次に、（２）現在の取り組み状況についてでご

ざいます。

県内の農業用ため池699カ所のうち、一定規模

以上、基本的には受益面積２ヘクタール以上と

しておりますため池のうち、下流に人家や公共

施設等があり、堤体が決壊した場合に被害を与

えるおそれのあるため池134カ所を防災重点ため

池と位置づけて、優先的に改修を行っていると

ころであります。

下のほうをごらんください。平成29年度まで

に30カ所の改修が終わっており、本年度は16カ

所で事業を実施中であります。

改修の事例を次のページの写真で御説明いた

します。

左が改修前の写真ですが、堤体が貯留水の波

により浸食されまして、断面が小さくなってい

ますので、右側写真のように、堤体の断面を大

きくするため盛り土をするとともに、のり面に

は波による浸食を防止するためのコンクリート

製のブロックマットを敷き詰めて、のり面の補

強を行っております。
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また、用水を取水するための取水施設や一定

量以上の貯留水を安全に排出するための洪水ば

き等の整備もあわせて行っております。

前のページにお戻りください。

②ですが、この防災重点ため池については、

ため池が決壊するおそれのある場合に、迅速か

つ安全に避難するために、浸水範囲や避難場所

等を明示しました、ため池ハザードマップを作

成するとともに、周辺住民に周知して、被害の

低減を図ることとしておりまして、下の表、右

側に記載しましたとおり、平成29年度までに125

カ所のハザードマップが作成済みで、本年度は

６カ所で作成中であります。

また、ハザードマップについては、市町のホ

ームページや公民館への掲示、住民への直接配

布等により周知しておりますけれども、周知が

十分でない状況が見受けられましたので、市町

に対し周知徹底の通知を行ったところでありま

す。

次のページに、ハザードマップの例として、

宮崎市の鳥の巣ため池のハザードマップを添付

しておりますのでごらんください。縮尺の関係

で少々見づらくて申しわけございませんけれど

も、マップには、予想される浸水区域や浸水の

深さが色分けして示してありまして、あわせて

避難場所についても記載しております。

もとのページにお戻りください。

次に③をごらんください。平成30年７月豪雨

では、中国・四国地方を中心にため池の決壊等

の被害が発生しました。そのことを受けまして、

その後の豪雨や台風によるため池の決壊等を防

止するために、下流に家屋や公共施設が１カ所

でもあるため池について全国的な調査が行われ

ました。本県でも505カ所のため池を対象に、７

月24日から８月23日にかけて、市町の職員や県

職員により緊急点検を実施しております。

下の表をごらんください。点検の結果、応急

措置が必要なため池が２カ所ありました。その

うち１カ所は、堤体に穴があき、漏水が生じて

いましたので、管理者である水利組合が土のう

等により穴をふさぎ、現在は止水されておりま

す。今後、抜本的な対策について、宮崎市や管

理者と協議を進めていく予定であります。

もう一カ所は、本年の台風12号によりため池

の水を排水する洪水ばき付近ののり面が一部浸

食を受けたものであり、被害発生後は、ため池

の水位を下げまして管理を行っております。今

後、日南市が災害復旧事業で工事を行うことと

しております。

６ページをごらんください。

（３）課題と今後の対応についてであります。

まず、①の事業未着手の防災重点ため池88カ所

につきましては、地域住民の安全を図るために、

早期の事業着手に向けて、ため池の管理者との

協議調整や事業計画書の策定を進めてまいりま

すとともに、ため池ハザードマップについては、

さらなる住民への周知を図ってまいります。

次に、②平成30年７月豪雨により、他県では

防災重点ため池以外で決壊被害が発生しました

ことから、国は防災重点ため池の見直しを進め

る方針でありますので、本県におきましても、

緊急点検の結果も踏まえて、見直しについて、

市町と協議を進めてまいります。

最後に、③緊急点検の結果、農業用として利

用されていないため池も確認されましたが、今

後、管理の不徹底により、豪雨や地震で堤体が

決壊するおそれがありますことから、これらの

ため池については、池そのものの廃止を検討し

ていきたいと考えております。

説明は以上でございます。
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○河野副委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら、御発言をお願

いいたします。

○渡辺委員 済みません、廃棄物の関係です。

きょう説明いただいたところでは、県内での広

域処理の話は出てきましたけれども、県境を越

えた処理の話については一切御説明がなかった

かと思うんですが、別添資料２の３ページの連

携支援体制のイメージ図のところで見ても、県

境を越えた廃棄物処理はシステム上もイメージ

されていると思うんです。

東日本大震災でも、九州のほうでは福岡ぐら

いまででしたけれども、宮城県、岩手県では、

かなり多くの自治体間で相当量の廃棄物処理を

行ったという事実があると思うんです。今、も

し連動型等で非常に大きな津波の被害が出るよ

うな場合には、東日本大震災よりも被災地域が

多いという可能性も十分あるわけですので、廃

棄物の量も県境を越えて相当な量が出ると想定

されます。その処理体制は、３年間でできると

いうふうにこれにはあるんですが、県境を越え

た処理の必要性はかなり出ると思うので、その

際、どういうイメージを他都道府県と持ってい

るのか。

あと、このイメージ図を見たときにも、市町

村間、例えば宮崎の沿岸部のどちらかの市町村

と、例えば県外のどちらかの市町村が直接協定

を結ぶことも考えられるというふうになってい

ますし、県も協定とか他県と結ぶとなっていま

すが、これは具体例があるのか。例えば、宮崎

県が廃棄物の処理に関して協定をどちらかの県

と結ぶのか。いろんな支援体制は、どこか忘れ

ちゃいましたけれども、島根とか幾つかの県と

あったりするかと思うんですけれども、その辺

ちょっと御説明いただければと思います。

○蕪循環社会推進課長 御意見ございましたよ

うに、広域の処理ということの処理体制は大変

重要だと考えておりまして、実を申しますと、

北部九州のときの対策を経験しまして、福岡県

さんが特に中心になって、九州全体の広域連携

を進めていこうということで、九州各県の九州

ブロック協議会というのを立ち上げております。

その中には、環境省の九州環境事務所というと

ころが中心になって組織したんですが、そういっ

たところで、実は本県も加わりまして、九州全

体での協力体制とか連携体制ということで協定

を締結いたしました。昨年度、県同士というこ

とで、県内で各県どうやって連携していくかと

いうような協定を結んだところであります。

現在は、その協定の内容の中で、具体的にど

うやって対応しようかというような内容につい

て、毎回九州各県集まって協議をさせていただ

いているところでございます。

もう一つ、市町村を越えてというところにつ

きましても、当然、各市町村間で具体的な処理

体制というのを結ぼうということで協定の締結

を進めているようでございます。それとは別に、

民間団体で廃棄物自体の処理がきちんとできる

ような体制、例えば、産業廃棄物、産廃協会と

いった団体であれば、いろんなところにつてを

持っておりますので、そういったところと自治

体との協定を結んで、協力体制を構築しようと

かいった形で、今、連携体制を強化していると

ころでございます。

○渡辺委員 わかりました。この計画の中では、

最大値でどのぐらいの災害廃棄物が出るのかと

いうのは当然検討して見通しがあって、それが

３年で処理できるというイメージになっている

んだと思うんですが、その計画の中では、例え

ば、どのぐらいの量を県境を越えた広域処理で
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やるというイメージなのか、数値は出ていなかっ

たとしても、そういうのは考えてあるのか、そ

れとも、あくまでもこの計画は県内処理だけで

いくというイメージでつくられているのかとい

うのはどう考えたらいいですか。

○蕪循環社会推進課長 この計画そのものでは、

県内処理体制でカバーできるかどうかの検討を、

最初の被害想定・推定が危機管理局のほうでさ

れておりますが、その数値に基づいて試算した

災害廃棄物が、県内で処理できるのかどうかと

いうところに力点を置いて、今回計画を策定し

ております。

確かに、そこで処理し切れなかったり、何ら

かの不応があって対応しなくちゃいけないとい

うところもございますので、そういったところ

については、九州各県で今協力体制を築いてお

りますので、そちらでカバーすることとしまし

て、この当該県の計画では、県内でいかにして

処理を完結するかというところに力点を置いて

策定しているところでございます。

○渡辺委員 最後にしますが、では今の部分に

ついては、県内処理を３年以内でするという計

画でちゃんといけるとなっているけれども、県

境を越えた広域的な処理が実現すれば、より加

速できたりするというようなことで理解したら

いいのかなと思います。

もう一点、東日本大震災のときは、災害瓦れ

き・廃棄物を処理するに当たって、環境省とか

の方針で、例えば位牌とか、ランドセルも対象

だったのかちょっと知らないですけれども、そ

ういう個人の思い入れの強いものは、要するに

がしゃんとやってしまわないで、取り出してと

いうことで、最初の段階で相当エネルギーがか

かったというような、それが処理のおくれにも

なったという話になっています。今、宮崎でそ

れだけの被害が出るような津波被害等が生まれ

た場合には、基本的には、そういう東日本大震

災のときと同じような考え方で、ある種、被災

者に寄り添ったという発想にもなるのかもしれ

ませんが、そういう丁寧な廃棄物処理という言

い方で正しいのかちょっとわかりませんけれど

も、そういうのが原則だというふうにイメージ

したらいいんでしょうか。

○蕪循環社会推進課長 確かにそういったとこ

ろは本当に配慮してまいらなければならない事

項だと考えておりますが、現時点では、まず、

目の前の部分をいかにして処理できるかという

ところについて計画を策定したばかりでござい

ます。そういった配慮といったところについて

も、今後具体的に検討していかなければならな

いなと考えているところでございます。

○丸山委員 南海トラフが発生した場合に、40

年分の1,600万トンが発生するということ、仮置

き場も空港の1.2倍ということで、非常に膨大な

土地が必要となっていて、仮置き場の市町村リ

ストを作っているということも書いてあるんで

すが、現在は、どれぐらいの面積がリストとし

て上がってきていて、まだまだ足りないだろう

なと思っているんですが、どのような認識をす

ればよろしいでしょうか。

○蕪循環社会推進課長 これだけの容量が必要

ですというのを、今回計画策定をしました。具

体的にリスト化して、その対策を講じるという

のが、これからの課題ということになってくる

わけです。市町村のほうにも、そのリストアッ

プや候補地の選定というのを順次進めていって

もらっておりますが、市町村計画の中において

も、まだ半数もいっていない、３割程度しかリ

ストアップがまだ進んでいないような状況がご

ざいます。
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実を申しますと、今般の台風24号の被災に対

しまして、被災自治体が仮置き場の設置に迅速

に動いていただき、その選定をしていただきま

した。例えば宮崎市は、たらのき台を中心に仮

置き場を設置するというような仕組み、具体的

なものがようやく見えてきた状況であります。

こういったものをきちんと、周辺のほかの自

治体にも伝えることで、仮置き場の確保をきち

んとできるように進めるというのが今の段階で

ございまして、今必要量を見込んでおりますが、

なかなか全体量を具体化するというところまで

至っていないという状況でございます。

○丸山委員 ぜひ市町村の役割だと思っている

ので、しっかり県のほうで情報を伝えていただ

いて、いざ大きな津波が来たときにリストアッ

プしていないと対応できないよと、仮置き場所

がないと処理できないということで、また衛生

上も非常に不安になりますので、早目に全市町

村でしっかりこの量が確保できるぐらいの場所

を指定していただく、そういう認識が甘いよう

な気がするもんですから、今回初めて台風24号

で少し動き始めたということですが、鉄は熱い

うちに打てということでありますので、早目に

これはリストアップできるようにしていただく

ようにお願いしたいというふうに思っておりま

す。

○蕪循環社会推進課長 まさしく御意見のとお

りでございまして、県のほうでも仮置き場の設

置というのが、初動体制の中で一番大事でござ

いまして、処理を適正に進めていくためには、

初期の一番最初の段階できちんと分別できたり、

処理ができるような体制をつくることが非常に

大切でございます。そういった意味で、先日、

台風直後すぐに実施をさせていただいた研修会

でのワークショップ議題が仮置き場のリスト

アップ化で、いかにして選定するかを、直接の

担当職員に考えていただくというようなものを

開いたところでございます。今回は、具体的な

実例というのが出てきましたので、そういった

ものをフィードバックしながら、市町村におけ

る処理計画の中で、きちんと仮置き場候補とか、

そういったものの位置づけが一日も早くできる

ように取り組んでまいりたいと考えております。

○有岡委員 別添資料２の５ページの中からお

尋ねしていきたいと思いますが、台風24号の際

に、この分別というのがなかなか難しかったな

というふうに考えております。

実際に、家電製品の冷蔵庫とかそういったも

のはここに、扇風機とかそういった、またそれ

以外のものは別だとか、そういった情報が現場

では大変混乱してしまいまして、やはり、県内

例えば統一して分別の仕方というのがわかって

いる、各家庭が把握しておく、そういう必要が

あったと思うんです。実は、問い合わせをして

も、いつ回収するかもわからないと。結局、担

当本課は業者にお願いして、業者が回収すると

いうことになっていましたので、いつどういう

ふうな行程で回収するか行政がわからないとい

うことで、住民から問い合わせがあっても、い

やわかりませんという回答しかなかったわけで

す。その後、連携が余りうまくできなかったと

いう反省がありまして、そういった意味では、

広報車で回って「分別をしてください、回収に

参ります」とかそういう情報がないと、待って

いるほうは、もう来なければどうしようかとい

う、そういう状況があったんです。

ですから、この計画をつくっているというお

話がありましたけれども、計画だけであって、

実際にやってみるとうまく機能しなかったとい

う反省があるわけです。まずは、分別の仕方、
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例えば、この５ページの表を見ても、これを見

て、具体的にこれはどこに入るのか全くわから

ないという状況ですから、やはり行政だけがわ

かっているんじゃなくて、実際に住民の皆さん

がわかりやすいものにしていく。そうでないと、

これは実際には機能しないということです。分

別が苦労したということで、第１次の仮置き場

に持っていくときには、分別をして持っていく

というこのルールを徹底していくとか、そういっ

た反省をしないと、今回の台風24号の規模でこ

ういう混乱が起きたレベルですから、恐らく大

規模災害のときには全く機能しなくなって、誰

が何をするんだろうかということが見えてこな

いような現状が来るのかなと思っております。

ぜひ分別を、このイメージをもう少し具体的

に住民がわかるレベルに掘り下げていかなけれ

ば、今後機能しなくなるんじゃないかと危惧し

ますので、今後、担当者任せじゃなくて、もっ

とわかりやすいものにしていく必要があると思

うんですが、いかがでしょうか。

○蕪循環社会推進課長 御意見のとおりでござ

います。実を申しますと、災害廃棄物の処理と

いうものを進めるに当たりまして、処理する施

設そのものが、各自治体ごとに、市町村ごとに

異なっております。処理の仕方も違うし、処理

できる施設の能力も違います。そういったこと

から、どうしても、各自治体単位、各市町村単

位での処理の方法というのを具体化しなくては

ならないという宿命がございます。

そういったこともありまして、今回の台風24

号についてのいろんな課題については、これか

らの検証が必要だと思いますが、先日の西日本

豪雨のときの岡山の状況、あのときもどうやっ

て集積所に持っていくか、分別するかといった

点で、広報や周知の方法にかなり課題があった

というふうに認識しておりまして、そういった

ところの反省点をしっかり生かしながら、きち

んと住民の方に伝えていくというのは大切だと

考えております。

そうは申しましても、県としましては、施設、

持っていく先の能力とか、そういうものによっ

て処理の方法が違うものですから、各市町村に

おいて、いかに伝えるかというところに協力し

ながらその体制を構築していかなければならな

いというふうに考えているところであります。

○坂口委員 大規模災害は別にして、通常の処

理をする中で、各自治体の特に最終処分場の残

余年数、この町はあと何年分というのは、それ

ぞれどのようになっていますか。大まかでいい

んですけれども、短いところが何年、長いとこ

ろが何年か。

○蕪循環社会推進課長 この概要版７ページを

ちょっと見ていただけますでしょうか。こちら

の中段のほうにございます表の埋立というとこ

ろで、埋立後の残余容量の上１つ上にございま

すが、そこが現在残っている各ブロックごとの

残余容量ということになります。ここが具体的

にあと何年というところについては、今資料を

ちょっと持ち合わせておりませんが、今の状況

はこういう状況だということでございます。

○坂口委員 その数字そのものを言うわけじゃ

ないけれども、今の時点でこれだけの能力とい

う計画を立てるわけです。大災害がきても、あ

したはこれで間に合うんです。20年後なり10年

後に来たとき、残余能力ゼロになっているとこ

ろとかは果たして、これ参考になるのかという

ことです。計画をたててから、これでいくんだ

となったときは、残余能力の今の数字をずっと

維持させるようなことを今度は市町村に義務づ

けさせないと、これは狂ってしまいます。
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○蕪循環社会推進課長 まさしくそのような認

識をしておりまして、今回の処理計画、バージョ

ン2.1となっております最後の１というのは、残

余容量とか、そういったところを踏まえて、現

状はこうなっていますよということを、各自治

体にも認識してもらおうということで提示をし

ております。この災害想定のときには、おのお

のどのぐらいの残余容量の対応が必要だという

ことを毎年度見直しながら、そういった対策を

図ってまいりたいというふうに考えております。

○坂口委員 ちょっと今のはわからなかった。

とにかくこの計画でいくと、もう大丈夫なんだ

と、何年以内には処理できるんだっていう計画

だけれども、来年来る場合と10年後に来る場合

とあって、この余剰能力を、その自治体自治体

はずっと同じレベルで確保していないと、この

計画は何もならない。今起こることを想定して

いる。

だけれども、これはやっぱり市町村が最終処

分場を確保するというのは大変な作業なんです。

すごい作業なんです。やるといったってようや

り切れないところ、何言っているんだ、まだこ

の前つくったばっかりじゃないかっていうとこ

ろもあって、それは周囲の同意をとるだけでも

大変です。まして、そこに投資する財源なんて、

そんな余剰財源は市町村は持っていない。本当

維持補修のためのちっちゃな修繕だってようや

らないというのが、市町村の今の財政状況です。

だからこれは、いざというときの物すごい重

大な計画です。これ責任持ってやらせるんなら、

やっぱりそういった財源とか施設をしっかり、

そして、そこには恐らく財政方、総務方も補助

金なんて出さないと思うんです。うちのところ

はまだ30年分の処分場を持っていますと。それ

じゃあ国の補助金くれといったって、お前出直

してこいとやられるはずです。

だから、新たな法律を整備して、その法律の

財源を担保できるようなものとセットでないと、

この計画は無理だと思いますけれども、今後こ

れはどう対応していく考えなんですか。

○蕪循環社会推進課長 まさしく将来を見据え

て計画の実効性を上げるということは大事なこ

とだと考えておりますし、その意味でも、残存

容量が今どの程度あって、どういった対策を講

じなければならないという気づきの意味でも、

これを毎年度改定しているところであります。

そういったことを踏まえて、確かに処分場を

整備するためには、10年とかそういった長いス

パンがかかるもんですから、そういったところ

に少しでも気づいていただけるような対策を今

後も講じてまいりたいと思いますし、国のほう

にも、施設の整備の補助金制度がございますの

で、そういったところの活用や優遇措置といっ

たものも市町村と一緒に要望してまいりたいと

いうふうに考えております。

○甲斐環境森林部長 私も、エコクリーンセン

ターが立ち上がるときに、事前の段階で業務に

タッチしておりました。長期的につくる用地確

保から、住民の皆さんに御理解をいただく、財

政的な裏づけをつけていく、おっしゃるように、

大変なハードルが幾つもございました。

ということで、現計画はこれですけれども、

各市町村ともに、将来的にうちの施設は、通常

だとあと10年後に施設のつくりかえ、拡充が必

要だとなってくる。それを、災害が来るという

ふうな前提をもって、その可能性が高くなれば、

前倒ししなきゃいけないだろうと思います。そ

ういうときのために、今のところ全国的な、法

律的な枠組みはございませんけれども、こうい

う施設をつくるためには、事前に各自治体単位
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でもそのための施設整備の基金をあらかじめつ

くっておくとか、それとも、施設をつくること

がいいのか、費用負担は必要だけれども、民間

処理のほうが施設をつくるよりいいということ

もあるかもしれません。

そういうことで、民間の産業廃棄物処理業界

との連携というのは常に持っておいて、産廃業

界の残余容量というのも、これまた大きな課題

であります。非常に総合的な観点から見通して、

この計画も日々見直しをしながら、長期的な視

野も入れながら、国にはまた必要なことはお願

いをしながら、常に考えていかなければいけな

いなというのを、今改めて感じたところです。

○坂口委員 具体的には物すごい難しいと思う

んです。官民の連携といって、全体的にその数

字を確保するというのは、それはもう一番現実

的で合理的な考えだと思うんです。

ただ、これを具体的に拠点を見てみると、う

ちはまだ向こう30年分持っていますよというと

ころなんかは、まさしく一番頼りにすべき処分

場になるわけで、そこにあなたのところは頼り

にしているから頑張って、次の分もやっぱり整

備計画に入ってよというようなことを言うのは、

これはなかなか合理性がなくって、やっぱり難

しいと思うんです。

だから、そこらを、今部長がおっしゃるよう

に、やっぱり何らか法整備なり裏づけとなるも

のをやって、国も責任を持って、こういった計

画を組んだからには、それを、やっぱり実効性

の高い計画としてやらせていくということ。

もう一つには、これまで僕らのところも、谷

の深い山間だから何度も来たんですけれども、

本当に新富でそういうものが必要なのかよとい

う現実がない限りは、同意をやろうといったっ

てなかなか難しい。特に民間の方たちの処分場

は、何度も話もありました。だけれども、僕ら

のところは結果的に、まだ昔で、同意が要る時

代だったから、同意がとれずにというのとか、

水利の問題とかあって、これはすごいハードル

が高いんです。これを本当に計画としてぴしゃっ

と組むんだったら、毎年毎年見直してやってい

くというのは、これは計画じゃないということ

だと思うんです。計画が立たないから、１回１

回見直す。それは当面している課題ぐらいの位

置づけです。計画というのは、やっぱり10カ

年、20カ年やって決めたら実際できるんだって

いうのが、これは長期計画なり中期計画で、毎

年何年版、何年版と出しているのは、もう統計

の報告ぐらいの位置づけでしかないと思うんで

す。

これを当てにしていてやっていったらとんで

もないことです。30年以内に70、80％の確率な

んて、30年後に来たときは、計画に書いていた

ものは全部いっぱいになっていて、このまちは

よそに金出して頼んでいますよというふうなこ

とになると思うんです。

だから、そこはぜひもう一回、やっぱり実際

に担保できるのかというのと、この計画は何年

間固定できる計画なんだとかいうのを、やっぱ

りもう一回点検し直さないとだめじゃないかな

と思うんです。

先ほど県土整備部でやったんですけれども、

国土強靭化の話が出ました。これを近い将来ま

でに、200兆円もの金を捻出しようといったって、

それはとんでもない。200兆円というのは、例え

ば、今の自民党の二階幹事長が言った。100兆円

というのは公明党さんが言った数字で、１回数

字というのが世間に出たんです。国土強靭化に

必要な予算、こんなものを担保しようと思った

ら、今のこの５、６兆円の公共事業費の中で、
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これはとんでもない話で、全部津波でやられた

後のっぺらぼうになりまして、日本は、再度国

土建設計画を組みましょうというような時代に

なっていくんです。だから、絵に描いた餅はだ

めだと思うんです。計画として県民の皆さんに

開示する限りは、そこをぜひ、やっぱりこれに

裏づけなり実効性をちゃんとしっかりしてほし

いなということを、これは強くお願いしておき

ます。

○有岡委員 農村整備課のことでお尋ねしてよ

ろしいでしょうか。利用実態のないため池が31

カ所あるということで、廃止を検討するという

ふうな説明がありました。こういうため池の規

模が大小あって、管理ができず、いろいろな災

害が起きているということで放置するわけには

いかんわけですが、例えば、それを駐車場とか

何かに利用するとか、そういういろんなアイデ

アを持っておく必要があると思うんです。そう

いったアイデアなしなのか、それとも、そういっ

た検討の中では、いろいろ提案をしながら、廃

止に向かって進めるのか、状況をお尋ねいたし

ます。

○盛永農村整備課長 調査の結果、31カ所とい

う数字が出ております。これが全く放置状態に

なったため池もあれば、例えば、親水区域とい

いますか、公園みたいに使用されている池もあっ

たりします。もう全く利用の用途のないような

ものにつきましては、国の補助事業を使いまし

て、堤体をＶカット、水がたまらない状態にし

て安全性を担保するというふうな工事もやりま

すし、そういった親水区域のほうにつきまして

は、場合によっては、例えば地元自治体さんと

の協議をしまして、所管がえをするとか、そう

いったことも想定としては考えております。

○有岡委員 ぜひ地域の財産としてまた活用し

ていただければありがたいと思います。よろし

くお願いいたします。

○丸山委員 この前の台風24号で、私の家まで

浸かって国道268号線が通行どめになりました。

その一つの要因として、大規模に多分皆伐され

たところが、全て木を出さずに置きっぱなしの

ものがあって、それが今回の台風で流れ出して、

堰上げして国道に土砂が流れ込んだという事例

があったというふうに記憶しています。

実際、私も、ほぼ人災に近いんじゃないかっ

て感じたもので、やっぱり、今かなり皆伐して

いく山がふえたりしていて、山が減災じゃなく

て災害をつくっているんじゃないかというぐら

いの危機感を、本当に今回は特に思ったもので

すから、今、山を皆伐なり間伐なりしっかりし

ていかないと、もっと大きな災害が起きて、道

路が通行どめになってしまう。それによって、

もうそこは２日間ぐらい通行どめになってし

まったものですから、物流が完全にとまってし

まったんです。皆伐をする業者の方々に対して、

指導をして、ちゃんと出すものは出してもらわ

ないと、本当に木が流れ着いて引っかかってし

まって、それが災害になってしまうというふう

に思っています。恐らく県土整備部からも、ちゃ

んとした山の管理をしてほしいということが

あったかと思っているんですが、今回の災害を

受けて、皆伐とか間伐も含めて、県の環境森林

部として改めてどういうふうな形で指導なりし

ていっているのか、今の現状を含めてお伺いし

たいと思っております。

○日髙森林経営課長 森林経営課でございます。

今回の台風24号につきましては、ここ十数年来

の非常な暴風雨で風倒木等が発生し、実際埋まっ

ている木が道路上に寄りかかって交通を寸断し

たというようなことがございます。
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ただ、そういった中で、伐採した残材木が災

害等によって流出する。これにつきましては、

森林所有者なり、その事業を請け負った伐採事

業者に責任がございます。そういったことから、

ことしにつきましては、誤伐、盗伐等の問題も

ございますけれども、伐採マニュアル、これを

作成しまして、県の素材生産事業協同組合等を

中心に年５回ほど、組合だけでなくて、中小の

伐採事業者にも参加いただいて、伐採マニュア

ルにつきまして指導するというような取り組み

を進めているところでございます。

いずれにしましても、市町村が伐採届けを受

け付けるところではございますが、伐採届けを

受け付ける際に、伐採の仕方、伐採後の枝葉の

処理、こういったものにつきまして指導を年々

強化してきておりますけれども、ことしにつき

ましては、具体的な伐採マニュアルを作成し、

研修会を開催して、厳しく指導していくという

体制をとっているところでございます。

○丸山委員 マニュアルをつくっても、現地調

査がされていなくて、そこに木が残っているの

が現実だと思うんです。そこをしっかり指導し

ていないとだめだし、残したところに対してペ

ナルティーをするぐらいの気持ちがないと、絵

に描いた餅になってしまって、結局、災害を起

こしてしまうことになりかねないので、もう少

し踏み込んだ指導なりをしっかりやっていただ

きたいと思っています。

今マニュアルだけじゃなくて、現地に立ち入っ

て、市町村がその伐採許可を出すということは、

市町村は本当に現場に行っているかといったら、

恐らく行っていないんじゃないかなと思ってい

るんですが、その辺はどうなんでしょうか。

○日髙森林経営課長 伐採した後の伐採処理の

仕方がまずくて、災害が惹起されるんじゃない

か、そういった場所につきましては、実際、平

成29年９月に、調査で、この跡地については、

災害が出た場合に河川に流出するおそれがある

という場所がございました。それで、県の振興

局、土木事務所、市町村とともに、場所が宮崎

市であったものですから調査したところでござ

います。その後、そういった伐採跡地で不適正

な処理が残っていて、台風等が来た場合に災害

のおそれがあるという箇所について、市町村と

振興局とで調査をやってくれということで調査

をやったところでございまして、その調査箇所

について、早急に対策が必要、経過観察が必要、

対策不要という３分類に分けたところでござい

ます。そういった調査を昨年、平成29年９月に

実施しまして、50カ所近いリストアップをした

ところです。さらに、その箇所につきまして、

市町村等を通じて是正措置、早急対策が必要な

もの、あるいは経過観察が必要なものについて

は、是正措置をとって、なおかつ梅雨前、台風

前については、市町村と県で調査をするという

ようなことを昨年から取り組んでいるところで

ございます。

そういった形で、昨年50カ所近いところがあっ

た段階で、現在では、10カ所近いところで経過

観察というところがございますので、市町村を

通じて、森林所有者、あるいは請け負った事業

者等に復旧の是正措置等を行っていくというよ

うな対策も昨年から取り組んでいるところでご

ざいます。

○丸山委員 50カ所というのは、恐らく全ての

山の伐採した場所じゃなくて、危ない箇所と認

識していたところだけだと思っています。本来

は、全ての伐採申請が出たところに関して、市

町村の出先の振興局の方が現地を調査しないと

わからないんじゃないかと思っていますが、そ
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こまでやられていないということですよね。

○日髙森林経営課長 具体的には伐採届けを受

理する際に、適正な伐採を指導するようにいた

しております。ただ、そのような箇所で、伐採

後に植栽する場合には、２年以内に造林しない

といけない。それから、天然更新、自然萌芽林

に戻す場合は５年というところで、それは、森

林所有者の報告の義務がございます。そういっ

た箇所につきましては、市町村、森林組合等で

おかしな場所があったら調査するという体制は

とっているところでございます。

○丸山委員 今のおかしな場所がわかってから

現地に行くんじゃなくて、できるだけ早く、そ

ういうふうに出ないようにしてもらわないと困

るし、道路だけの話じゃなくて、今、海岸は今

回の台風でかなり流木が流れ込み、かなり林地

残材がそこに残っているということがあります

ので、それを出さないためにはどうすればいい

のかを、もう少し踏み込んでしないと、本当に

今でも海岸線見たときにすごい流木です。

それを誰が処理するかが物すごく大変なんで

す。出さないような形にしっかりすることが重

要だというふうに思っていますので、何か事件

が起きて危ないからというのではなく、そもそ

も出さないようなしっかりとした対応をとらな

いとまずいのではないかなと思いますので、ど

うかよろしくお願いしたいと思います。

○甲斐環境森林部長 ここ一連の事案、それか

ら、報道を見ていまして、もう痛切に感じるの

が、ちょっと問題のある業者さんがお金を積ん

で、最終的に責任を持てないような作業で現場

を去っていく、そういうことが許されない世界

としていかなければいけないなということです。

森林所有者の方が立木を売ります。そのとき

は、本人の意思もですけれども、最近は仲介の

方から勧められてというのもよくある事例のよ

うです。

実際は、伐採届けとか森林法に基づく届け出

とかを市町村に出すわけですけれども、まずは、

森林所有者も請け負った伐採業者も、商行為で

両当事者が売買契約を結ぶわけです。森林所有

者の方も、お金だけもらって、どんな作業をし

たのかを分かっていないことがある。通常でし

たら最後に完成検査をします。これは引き渡し

を受ける前に、まだ立木が残っていますよ、こ

れ崩れそうです、近隣の人に迷惑をかけるかも

しれないから最後までしっかりやってください

などと指示をします。そこは、当事者同士の所

有者側としても、やはり注意を払ってほしいと

ころです。

また、受ける業者も最大限ここまではやらな

きゃいけないというところまでやる、先ほどの

ガイドラインを普及していって、そういう業者

でないともう請け負えない、信用が通らない、

というそういう世界をつくっていかないといけ

ないと思っております。

そこは我々行政の出番もありますし、しかし、

全ての届け出地を全て細かく監視するというの

は、申しわけございません、市町村でもこれは

難しいと思います。

ですから、両当事者が、所有者も注意喚起、

業者も適切な技術を持って作業をするという、

そういう世界にならないといけないなと、そう

いうふうになるべく努力をしたいと思います。

○丸山委員 部長の言われるのはよくわかりま

す。悪質業者は恐らくわかっているんじゃない

かと思いますので、しっかりそこには指導をし

てもらって、今後二度とこんなことが起きない

ようにしていただきたいということでお願いし

たいというふうに思います。
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○坂口委員 本当深刻だし、まだまだ甘いと思

うんです。これ、いわば産業廃棄物です。お金

をもらってから、ある意味じゃ不法にそこに片

づけるものを片づける。これ、通常のものが産

業廃棄物を山に捨てたら、誰が捨てたかを徹底

して調べますよ。一般廃棄物でも調べます。看

板もまた立ててあります。だから、ちょっと行

政側の監視も甘いということ、そこをやっぱり

自分らも反省すべきじゃないかなと思います。

徹底して調べれば、やっぱり原因者負担で、片

づけ方の原因者に負担を求められるかもわかん

ないです。それには、証拠づけるものが足りな

いとなったら、誰が責任持つべきものなのかを

証拠づけさせるようなものを義務づけるかです

ね。でもこれは、そういう方法もまだとれます

よということです。

これは素朴な疑問なんですけれども、やっぱ

り山地の正面崩壊にですけれども、今回、ドロ

ーンでの除草薬散布です。この前発表されまし

た。当然、草なり、あるいはその薬に弱い小さ

な樹木も含めて枯れる、またそれが目的だと思

うんですけれども、外に出ている部分だけ枯ら

すというんなら、すごくいい方法だなと思うん

ですが、根っこを枯らすとなるとどうなのかな

と思うんです。

根っこって全てアンカー効果を持っています。

地面を底から動かさなくするんです。だから草

がちっちゃいうちは、ぽっと抜けるけれども、

大きくなると抜けない。草の根は先端とがりで

す。先端がとがったものが、すぽんと抜けないっ

て理屈的におかしいです。それは摩擦力による

アンカー効果が働いているからです。だから土

が動かない。

腐って根まで腐ったら、全て小さい穴が根の

後にあいていくわけです。そこに今度は水を吸

い込みましょう、ここまで来たら横に流しましょ

うって、それは目的が土をずらすことであれば、

理論的には目的に貢献することにつながります。

それをドローンで薬をまいて、本当にそこまで

検証されているんですか。草を切るんだったら、

下は生きているんです。だから、表土を流さな

い、壊さない、もろくしないというアンカー効

果は残っているんです。薬をまいて、時期は時

期で枯れたのが11月あるいは12月だったら、そ

こに入った水は凍るんです。液体は凍れば膨張

します。その穴は土をあける。土のその横向け

のこの引っ張り強度、粘着力、これはもろくな

ります。だから、今度のドローンによる薬剤散

布というのは、そういうことを検証をされてい

るのかなと。山地崩壊との因果というか、そこ

らはどんななんですか。

○福満環境森林部次長（技術担当） 委員御指

摘のように、いろんな影響があるかと思ってお

ります。やはり、今、下刈りの作業というのが、

山の作業で一番きついということで、若い人が

入ってこなくなるような状況があります。何ら

かの下刈りの省力化ということを検討している

中の一つということで、今回、ドローン、無人

ヘリによる除草剤での散布の効果あるいは影響、

ここを調査を始めたというところでございます。

きょう治験を始めたところなんですけれども、

まずはその除草剤については、ドリフトで余り

まかれないような砂状のやつで、ちょっと重た

くて、ずっと下に落ちやすいようなもの、それ

から、許可がおりたものはもう当然なんですけ

れども、そして、その後、大体50センチぐらい

浸透して、そこでもう終わるみたいなのが出て

いるんですけれども、それを使います。その後、

降雨があった後にどう影響するのかというとこ

ろを、今後おっかけて調査をしていきます。ま
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ずは一番懸念されるのは、水質等にどう影響を

与えるのかということです。住民の皆様、県民

の皆様の一番の関心事だと思いますので、そう

いったところを調査すべく始めたところでござ

います。

坂口委員の御指摘のあった、そういう根まで

枯らす場合の土壌の緊縛力の影響とか、そういっ

たことを参考にさせていただいて、影響調査の

一つに加えるべく検討していきたいというふう

に思います。

○坂口委員 参考にするんだったら、重量の重

いので浸透型はだめだと思うんです。根が枯れ

るのは決まっています。下刈りの目的は、その

杉なりヒノキなりに、光を与えればいいわけで

す。それと、まきつけて首絞めをやらさなけれ

ばいいわけです。ということは、表面に出てい

る部分を、やっぱり薄いもので、即もう分解し

ていくようなもので、葉っぱさえ枯らせば、幹

が残ってたって、これはやっぱり光合成の障が

いにはなりません。だから、やっぱり新たな除

草剤、弱い除草剤で、直接散布した部分だけが

枯れていくよというのじゃないといけないと思

います。水質を悪化させないといえば、それは、

何十メーターも何百メーターもいってから、民

家に影響を与えるようなことはまずあり得ませ

んから、それはもう試験しなくてもクリアでき

ると思うんです。だって、林野庁、昔、営林署

のころ、やっぱり草枯らし、山枯らしを持って

いって、それを山に置いて使わないと、使えな

いとなってから、問題になったことが１回あり

ました。そこはやっぱり反省しなきゃだめです。

ましてや、国土保全とか多面的機能を有するか

らということで、公費を突っ込んでの森林でしょ

う。そこと共存しましょうという森林経営でしょ

う。

だから、そこをやっぱりみずからの首を絞め

る、また、次への世代への課題を残すようなこ

とは僕はだめだと思うんです。むしろ、今やる

べきは、いかに果たしている目的というもの、

貢献している益の分を失せずに、害の部分をど

う排除するかということ、そして、そんな中で、

当面している労働力不足とか効率の悪さ、それ

にどう対応するかというのを考えるのが、専門

家だと思うんです。今の検討委員会は間違って

いると思うんです。そう思います。

○福満環境森林部次長（技術担当） 今、除草

剤の試験は、下刈りの省力化の一つだと申し上

げましたけれども、下刈りの仕方そのものを別

な事業で考えております。筋刈りをするとか坪

刈りをするとか、あるいはもう伏せて草が生え

ないようにしようとか、とにかく委員御指摘の

ように、伸びて大体200センチ、170センチぐら

いが鹿が食するという、そういうところよりも

もうちょっと上の２メーターぐらいに樹高が伸

びれば、樹幹に日が当たって光合成ができると

いうことですので、それまでをいかに簡単に下

刈りできるかという、そういうものも一方で調

査をしているところでございますので、今後の

人海戦術がどうあるべきなのか、そういったと

ころを含めて総合的に考えていきたいというふ

うに思います。

○坂口委員 そこはぜひ慎重にやってほしいと

思うんです。見た目で草がないということが目

的じゃなくて、日の光が樹木に当たるというこ

とが目的の作業ですから。草が生えていないや

ということを目的にする作業じゃありません。

だからやっぱりもう少し検討と、そして、絞り

込む必要があるんじゃないかなという気がしま

す。

○河野副委員長 よろしいですか。それでは、
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ないようですので、これで終わりたいと思いま

す。執行部の皆さんお疲れさまでした。

暫時休憩します。

午前11時54分休憩

午前11時55分再開

○河野副委員長 委員会を再開いたします。

次に、協議事項（１）の次回委員会について

でございます。次回委員会につきましては、11

月30日金曜日に開催を予定しております。次回

委員会は、正副委員長協議の上、午前と午後に

またがることになりますが、午前10時からは、

防災・減災に役立つ土木工学について、埼玉県

から栗原光二先生をお招きしてお話を伺うこと

としています。気仙沼でのり面が壊れなかった

というフォレストベンチ工法についてです。ま

た午後１時からは、九州電力株式会社宮崎支社

との意見交換を考えております。次回の委員会

につきまして、何か御意見や御要望はありませ

んか。よろしいでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○河野副委員長 特にないようですので、次回

の内容につきましては、正副委員長に御一任い

ただきたいと存じますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○河野副委員長 それでは、そのような形で準

備をさせていただきたいと思います。

最後になりましたが、協議事項（２）のその

他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○河野副委員長 次回の委員会は、11月30日金

曜日午前10時からを予定しておりますので、よ

ろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。

午前11時57分閉会


